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基本方針の目的 

平成 30年 7月豪雨や令和元年東日本台風（台風第 19号）など、近年、全国各地で

大規模水害が多発している。北区内においても大河川である荒川が流れており、大

規模水害と隣り合わせの状況にあると言える。 

 

北区では、大規模水害が起きた場合の被害想定として「東京都北区洪水ハザード

マップ」（H29.5）を公表している。また、東京都や荒川下流河川事務所においても

大規模水害に関するハザードマップやタイムラインが作成・公表されている。しか

し、住民には大規模水害時にどのようなことが起きるのか、どこへ避難すれば良い

のかなど、水害に関する基礎知識が十分に理解されていないのが現状である。こう

いった理解が不十分なまま、北区で避難に対する支援計画を作成したり、区民各自

の避難行動計画（マイ・タイムライン）の作成を促したりしても区民の理解が得ら

れず、適切に運用されない可能性がある。 

 

そこで、今年度はまず避難行動の基本方針を策定し、以下の 2 つの目標を達成す

ることを目指す。 

 

■基本方針の目的 

(1)今後、避難行動支援計画を策定するために、対象とする災害像を周知し、北

区で起こり得る災害や避難行動時のルールについて、区民と行政とで共通的

な認識を持つ。 

(2)北区住民を身体の特徴や状態により区分し、それぞれのグループごとの課題

や避難行動及び行政の支援方法の方向性を定める。 
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基本方針の改定の目的 

令和２年３月に「北区大規模水害を想定した避難行動の基本方針」（以下、「基

本方針」という。）を策定して以来、基本方針に関するシンポジウムや動画等を活

用したハザードマップの周知、区民一人ひとりの事前避難行動計画であるマイ・タ

イムラインの普及、地域の避難行動計画であるコミュニティ・タイムラインの作成

支援など、大規模水害からの「逃げ遅れゼロ」を目指す様々な取組みを推進してき

た。 

また、令和４年１２月には「北区大規模水害避難行動支援計画」を策定し、避難

行動要支援者の避難行動について整理すると共に、個別避難計画作成や要支援者用

マイ・タイムラインの作成支援を進めているところである。 

これまで基本方針では、区内浸水区域の全ての住民に高台への避難を推奨してき

たが、一方で、内閣府（防災担当）による「水害からの広域避難に関する基本的な

考え方（令和３年５月）」や、首都圏における大規模水害広域避難検討会がとりま

とめた「広域避難計画策定支援ガイドライン（令和４年３月）」において、分散避

難の考え方に基づき、自宅等の災害リスクを事前に確認し、自宅等からの避難が必

要ないと自ら判断する場合には、あえて外出せず、屋内安全確保で対応することの

検討が示されている。 

こういった背景を踏まえ、基本方針の改定を行うと共に、以下の２つの目的を達

成することを目指す。 

 

■基本方針改定の目的 

(1)北区の実態に即した屋内安全確保が可能な条件を追加する。 

(2)東京都による「我が家の水害リスク診断書」のスキームを活用し、浸水想定

区域内の各戸の水害リスクデータを作成するとともに、そのデータを活用し

て、浸水想定区域の住民に対し水害リスクや適切な避難行動に関する理解促

進を図る。 
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1.自立して避難しましょう。 

 
基本方針１．自立して避難しましょう。 

①水害が起こりそうなときに自分自身がとるべき行動を整理した計画表を事前

に作りましょう。計画表を作るときは、自分の家族や身近にいる頼れる人と

一緒に考えることが大切です。 

②自分の家族構成や家族の心身の状態、生活環境は自分がいちばんよく知って

いるはずです。自分や家族を安全に避難させるための、「自分自身の逃げ方」

を考えましょう。また、ペットの避難についても考えておきましょう。 

③いつ避難すべきかを判断するための情報を入手する手段を知りましょう。 
 
(1) なぜ自分自身の避難行動計画を考えなければならないか？ 

雨や風が強くなり、氾濫の危険性が高まってから「どこに逃げよう？」と慌て

ると、適切な判断ができずに避難行動が遅れる可能性がある。緊急事態が発生す

るよりも前に、自分自身の取るべき避難行動やその準備行動をリストアップして

おき、それを時系列的に整理した行動計画表を作成しておかなければならない。 

また、避難行動を計画するときには、自分自身だけでなく家族や身近にいる頼

れる人達と一緒に考えることが大切である。 

 

なお、このとき考えるべき避難行動計画やこの資料（北区大規模水害時の避難

行動に関する基本方針）が対象としている避難のタイミングは荒川氾濫などの大

規模水害や浸水被害が発生するよりもさらに前である。大規模水害が起きる直前

には、雨や風が強くなるため、屋外へ出たり避難所へ移動したりすることが危険

な状態となる。雨や風が強くなるよりも前に避難を完了するには、いつどんな準

備を開始しなければならないか？日常生活において何を確認しておかなければな

らないか？事前に、自分自身で考えておく必要がある。 

 

大型台風や停滞前線など、荒川氾濫が予想される場合における避難行動の基本

的な考え方を次のページに示す。 
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【台風発生の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 荒川の氾濫までに起きる事象と区民の目指すべき避難行動 

※停滞前線などの場合は、長期間 雨が降り続いている可能性がある。 

   避難指示 緊急安全 

確保 
高齢者等避難開始 
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(2) 自分自身の避難行動計画を考えるときの留意点 

避難行動を計画するときは、家族構成や家族一人ひとりの状態・生活環境を考

慮しなければならない。介護が必要な高齢者がいる場合と、乳幼児がいる場合と

では準備しなければならないものも避難時に気を付けるべきことも違ってくる。

また、自分の家から高台の避難所までの経路や、そこにある障壁の大小も異なる。

自分の家族構成や生活環境にあった「自分の逃げ方」を手に入れることが「逃げ

遅れゼロ」のためには大切である。 

以下に、避難行動を計画するときに考えることの例を挙げる。自己完結できる

準備をきちんとした上で避難することが重要である。そのため、この他にも気を

付けるべきことや準備することを自主的に判断し、計画を立てる必要がある。 

 

＜日頃からの準備＞ 

・洪水時の避難所と安全な避難経路を確認しましょう。 

・自治会等の避難訓練に参加しましょう。訓練の際にはハザードマップを

活用しましょう。 

・家のまわりを点検・整備しましょう。 

（例：雨戸や雨どいが痛んでいないか。側溝に詰まりがないか。など） 

＜避難時の心得＞ 

・正確な情報収集と自主的避難を心掛けましょう。 

・おとしよりなど要配慮者の避難に協力しましょう。 

＜避難場所へ避難する際に気を付けること＞ 

・水や食料は自分で用意しましょう。早めに遠くへ避難すればお店が開い

ているかもしれませんが、避難場所周辺の店舗は鉄道の計画運休などに

あわせて閉まっている可能性もあります。早めの避難が望ましいです。 

・食料だけでなく、常備薬などの準備・持参も必要です。 

・避難場所ではスペースや物資が限られているので、より困った人に優先

的に行きわたるよう配慮しましょう。 

＜自分の家族構成や環境（住んでいる場所）などに関連して気を付けること＞ 

・家族構成によって準備物が異なります。 

  例 

 

 

 

 

・ペットはなるべくゲージに入れて避難しましょう。 

・ペットを連れて避難所に行く場合は、昇降口で飼育しましょう。 

・浸水などの危険性の高い地域に住んでいる人や、避難行動に時間がかか

る人は他の人よりも早めに避難しましょう。 
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(3) 避難行動計画を整理するためのマイ・タイムラインの活用 

自分自身や家族の避難行動計画を整理するために、マイ・タイムラインの作

成・活用が推奨されている。マイ・タイムラインとは、家族や身の周りの人々と

話し合い、適切な避難行動を事前に整理するためのツールである。北区では、令

和元年度より区民向けの「マイ・タイムライン作成講座」を開催している。また、

東京都防災ホームページでは「東京マイ・タイムライン」が公開され、マイ・タ

イムラインの作成支援が行われている。 

 

表 1 マイ・タイムラインの作り方（「東京マイ・タイムライン ガイドブック」P.26 より） 

手順 
この資料において 
主に参照する章 

①避難する場所を記入する。 
基本方針 3：できるだけ遠くの高台へ

逃げましょう 

②避難情報や気象情報から避難のタイ

ミングを考える。 
基本方針 2：災害を知りましょう 

③避難準備の開始・避難開始・避難完
了のシールを貼る。 

基本方針 1：自立して避難しましょう 
基本方針 3：できるだけ遠くの高台へ

逃げましょう 
基本方針 4：車避難は避けましょう 

④避難開始までの行動を考えてシール
を貼る。 

⑤地域に対しての行動を考えてシール
を貼る。 

基本方針 5：お互いに助け合って逃げ
ましょう 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          図 2 マイ・タイムラインをつくるためのポイント 

＜出典：東京マイ・タイムライン
（https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/mytimeline/index.html）＞ 

大規模水害に向けて、
台風用・大雨用の 
2 つのマイ・タイムライ
ンを作る必要がある。 

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/mytimeline/index.html
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■避難場所と避難所の違い 

「避難場所」とは、水害が発生する前に、区民が命を守るために緊急的に避難する施

設や場所のことである。避難場所へ来られた方々に水や食料を提供することは基本的に

は難しく、避難者自身が用意する必要がある。 

「避難所」とは、水害が発生した後に、避難した区民が水害の危険がなくなるまで一

定期間滞在したり、水害によって自宅に戻れなくなった区民が滞在したりする施設のこ

とである。 

北区において設定されている避難場所は、水害発生前の緊急避難場所と、水害発生後

の滞在施設の両方の側面を持っている。そのため、同じ施設であっても、水害が発生す

る前と発生した後とで位置付けが変わる運用となっている。また、これまでは「自主避

難場所」や「避難所」といった区分けをしていたが、令和２年度より、荒川氾濫の恐れ

がある時に開設する「高台水害対応避難場所」、石神井川氾濫や土砂災害の恐れがある

時に開設する「水害対応避難場所」という名称に変更した。 
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■いつ避難すべきかを判断するための警戒レベルの活用 

「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府（防災担当））が平成 31年 3 月に改

定され、住民は「自らの命は自らが守る」意識を持ち、自らの判断で避難行動をとると

の方針が示され、この方針に沿って、自治体や気象庁等から発表される防災情報を用い

て住民が取るべき行動を直観的に理解しやすくなるよう、5 段階の警戒レベルを明記し

て防災情報が提供されることとなった。また、令和 3 年 5月には災害対策基本法が改正

されたことに伴い、「避難情報に関するガイドライン」として改められた。避難勧告と

避難指示が一本化され、いつ避難行動をとるのかより分かりやすくなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※警戒レベルについて、詳しくは内閣府ホームページ

（https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/）を参照。 

  

https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/
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■基本方針（この資料）の対象者について 

今回策定する大規模水害時を想定した避難行動の基本方針の対象者は北区民を主な対

象としている。北区の人口は以下の通り。 

令和 6（2024）年 11 月現在  

区分 世帯 男 女 計 

王 子 70,468 58,970 59,704 118,674 

赤 羽 80,021 70,586 71,395 141,981 

滝野川 61,283 50,560 51,069 101,629 

合 計 211,772 180,116 182,168 362,284 

 

 

ただし、北区には区外から昼間働きに来られている方も大勢いる。北区の昼夜間人口

の差は以下の通り。 

令和 2（2020）年国勢調査  

昼間 
人口 

夜間 
人口 

流出超 
過人口 

流入人口 流出人口 

総数 通勤者 通学者 総数 通勤者 通学者 

332,018 355,213 23,195 83,137 71,504 11,633 106,332 97,171 9,161 

＜「東京都北区地域防災計画」を基に作成＞ 

 

北区には区外から働きに来られている方がいるため、区外からの従業員を雇用してい

る事業者なども、この基本方針を参考にして大規模水害時の避難計画（従業員を安全に

避難させるための計画）を考えておく必要がある。 
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2.災害を知りましょう。 

 
基本方針２．災害を知りましょう。 

①想定できる最大の災害を考えて避難行動を計画しましょう。 

②荒川が氾濫する可能性が高まるのはどういったときなのか知りましょう。 

③台風が発生・接近してから荒川が氾濫してしまうまでの間にどのような被害

が起きそうなのか、どの地域に逃げれば安全なのかを把握しましょう。 

 

基本方針において対象とする大規模水害 

北区で想定できる水害のうち、被害が最も大きくなると予想されるのは荒川の氾

濫である。中小河川（石神井川など）の氾濫は近年においても経験しているが、床

上・床下浸水が発生してもしばらくすると水はすぐに引いた。しかし、大河川であ

る荒川が氾濫すると同様の考え方では対応できない。地区によっては 5 m 以上もの

高さまで浸水し、2 週間以上ものあいだ水が引かないことが想定されている。 

ただし一方で、大型台風の発生や前線の活動開始などの情報により数日前から水

害の発生を予測することができるため、避難や避難のための準備を行う時間の余裕

がある（リードタイムが長い）といった面もある。 

この基本方針は、これまでに経験したことがないような台風・降雨により荒川が

氾濫してしまうことを想定して、避難行動の基本的な考え方やルールの共有を図る

ものである。 

表 2 荒川の氾濫と中小河川の氾濫との違い 

         水害 

 

比較項目 

荒川の氾濫 
中小河川の氾濫 

（石神井川、新河岸川等） 

規模 

浸水深 5 m 以上；2 階建ての屋根以上 5 m 未満；2 階建ての軒下まで 

浸水継続時間 2 週間以上 数時間～1日未満 

リードタイム（避難行
動に費やせる時間） 

降雨等により数日前から洪水を
予測することができる 

雨が強くなってから河川の水位
が上がるまでの時間が短い 
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荒川の氾濫に至るシナリオ 

北区において最も危険視すべき水害は荒川の氾濫だと考えられるが、荒川の状況

にのみ注意していては不十分である。荒川が氾濫する前段階には、大型台風などに

より大量の雨が降り続いている。そのため、地盤が緩んで土砂災害が起きたり、マ

ンホールからの雨水の噴き上げが起きたり、さまざまな災害が併発する可能性があ

る。 

この章では荒川氾濫に至るまでのいくつかのシナリオを提示する。あくまで、起

こるかもしれない出来事の例であり、住んでいる地域によっても違いが出てくる。

大型台風が来た時にどのような災害が起こりそうなのか・避難するときに気を付け

るべき事項は何かを想像する力を養うこと、さらに「どのような災害が起きてもお

かしくない」と考えて事前に準備を整えておくことが重要である。 
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(1) 荒川が氾濫 

河川の氾濫とは、台風や停滞前線による大雨で川の水位が上がり、堤防の高さ

を超えたり、堤防が壊れて水が溢れたりする現象のことである。荒川の場合、上

流域の埼玉県などにおいて大雨が降った時に氾濫が起きる可能性が高い（北区洪

水ハザードマップでは荒川流域平均で 3 日間に 632mm の降雨を想定）。 

では、荒川の氾濫をどのような情報から予測できるだろうか？ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 荒川の氾濫までに起きる事象と区民の目指すべき避難行動（再掲） 

 

【避難するときのポイント】 

・「いつまでに避難行動を完了しなければならないか」から逆算して避難行動を

開始する。 
・台風によって雨や風が強くなる前に避難するべきである。 
・浸水が想定される区域にいる場合は原則その場を離れ、できるだけ遠くの高

台に避難、または屋内安全確保※をする。水害発生の直前となり、遠方へ移

動するいとまがない場合にのみ、近くにある堅牢な建物の高い階に避難す

る。 
※屋内安全確保が可能な条件は、以下のとおり。（詳細は、P.35 を参照） 

①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと 

②自宅等に浸水しない居室があること 

③浸水継続時間３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、十分な備蓄や資

機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。ただし、自宅等が浸水継続時間

３日未満の地域であっても、周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合を除

く。  

緊急安全 

確保 
高齢者等避難開始  避難指示  緊急安全 

確保 
 高齢者等避難開始    避難指示 高齢者等避難開始 

緊急安全 

確保 
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荒川が氾濫した場合に北区内で想定される浸水状況は以下の洪水ハザードマップ

で確認することができる。自宅及び周辺の状況や、避難先へと移動する経路の浸水

状況を事前に確認しておくことが重要である。 

 
図 4 東京都北区洪水ハザードマップ～荒川が氾濫した場合～ 

 
北区内の地区は、浸水が想定される地区とそうでない地区に分かれている。詳細

は、5 章 P.52 以降において説明する。 

 

表 3 北区内の地区別の状況 

浸水想定 地区名 

地区内のほとんどの場所で 
浸水が想定される地区 

赤羽※、赤羽北※、浮間、王子※、志茂、昭
和町※、 
神谷、豊島、東十条※、東田端※、堀船※ 

地区の一部で 
浸水が想定される地区 赤羽西※、桐ケ丘※、十条台※ 

浸水が想定される場所がない地区 十条、滝野川西、滝野川東、田端、西ケ原東 

 ※一部地域では、一定の条件を満たす場合に住民自身の判断で屋内安全確保が可能。詳細は巻

末資料「避難が必要な地区ごとの避難行動様式」参照のこと。 
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▼注意すべき情報① 荒川の水位 

台風接近時に注意すべき情報のひとつは荒川の水位である。川の水位が高くなる

と堤防へのダメージも大きくなり、氾濫の可能性が高まる。なお、川の水位のピー

ク（氾濫危険水位）は時間の経過とともに、観測している場所で異なることに注意

する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 荒川流域図及び水位観測所の位置 

＜国土交通省 水管理・国土保全局の図に加筆＞ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 各地点での河川水位の上昇・低下グラフ イメージ図 

【情報収集のポイント】 

・北区から最も近い位置にある水位観測所は「岩淵水門（上）」であり、この地点での水

位がピークとなったタイミングで避難を開始するのでは遅い。 
・「治水橋」で水位が上昇した数時間後に北区近傍での氾濫危険性が高まることに注意。 

 ⇒ 上流にある観測所の水位情報を確認し、早めに避難準備行動を開始すること。 

  

熊谷水位観測所 

治水橋水位観測所 
（さいたま市） 

岩淵水門（上）水位観測所 

※北区から最も近い観測所 

※北区より 
上流にある観測所 

⚠ 熊谷・治水橋で水位が下がってきた頃に、 
岩淵水門（上）では氾濫の危険性が高まる。 
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▼注意すべき情報② 降雨量・降雨強度 

台風接近時に注意すべきもうひとつの情報は降雨量である。ただし、河川の氾濫

は山地（上流域）に降った大量の雨が集まり、川を流れ下ることによって起きるこ

とが多い。そのため、降雨と洪水（水位上昇）にはある程度の時間差があること

（雨がやんだ後に上流からの水で川の水位が上昇し、氾濫することがあること）に

気を付けなければならない。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 7 降雨と水位上昇との時間差 イメージ図 

※令和元年台風 19 号時の時間的な変化（雨量、岩淵水門（上）での水位）を基に作成。 

 
【避難するときのポイント】 

・氾濫や洪水が起きるのは大量の雨が降ったのち、時間が経過してから（場合によって

は雨がやんでから）の可能性が高い。 
⇒ 降雨量と水位の両方の情報に注意し、避難するタイミングを判断すること。 

 
 
  

⚠ 雨が弱まってきた頃に、荒川では 
氾濫の危険性が高まっている。 

⚠ 雨がやんでも、完全には 
水位が下がりきっていない。 

雨のピーク →→→ 川の水位のピーク 
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(2) 中小河川が氾濫したのち、荒川が氾濫 

北区には、荒川のほかにも石神井川・新河岸川・隅田川といった中小河川が流

れている。荒川が氾濫するほどの豪雨のなかでは、中小河川が氾濫する可能性も

大いにある。むしろ、大河川と比べて許容できる水の量が少ないため、荒川の氾

濫よりも先に中小河川の氾濫が発生することが予想される。特に、川と川とが合

流する地点においては、本川の水位が高くなることにより支川の水が行き場を無

くして逆流・氾濫することがある（これをバックウォーター現象という。詳細は

次頁を参照）。 

荒川の氾濫だけに気を配り「まだ大丈夫だ」と考えていると、いざ逃げようと

思ったときには中小河川の氾濫により周囲が水に浸かっていたり、自宅から高台

への避難経路が寸断されたりしている恐れがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【避難するときのポイント】 

・中小河川の氾濫により自宅や高台への避難経路が影響を受けないか確認しておく。 
・中小河川の氾濫の影響を受けそうな地区に住んでいる人は、他の地区の人よりも早く

避難準備行動を開始する。 
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■バックウォーター現象とは 

 

 

 

 

 

 

 

 

バックウォーター現象とは、洪水時に支川（小さい河川）が本川（大きい河川）に合流する

箇所等で、支川の水が流れ込みきれなくなることによって起きることが多い。 

平成 30 年西日本豪雨による小田川（高梁川の支川）決壊や、令和元年台風 19 号による平瀬

川（多摩川の支川）越水もバックウォーター現象が原因だと考えられている。 

北区の場合、石神井川が隅田川に合流する地点があり、この地点においてバックウォーター

による氾濫の危険性がある。 

 
 
■洪水時の岩淵水門の取り扱いとは（荒川から隅田川への分派） 

 

 

 

 

 

 

 

 

        河川の分派・合流の状況          岩淵水門 

荒川と隅田川の場合は上記とは異なり、荒川（本川）の水を隅田川（支川）へと分派させる

関係にある。荒川と隅田川を分ける岩淵水門は、普段は全開になっているが、大洪水などによ

り荒川の水が増水したとき（A.P.+4 m を超えたとき）には隅田川の水位上昇を防ぐために閉鎖

し、水害から地域の住民の生活を守るという重要な役割がある。 
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(3) 土砂災害が発生したのち、荒川が氾濫 

豪雨が引き起こす災害のひとつとして忘れてはならないのは土砂災害である。

北区内での土砂災害とは、大量の雨が地面へと染み込むことによって地盤が緩み、

がけ崩れが起きることである。いつ頃起きそうかを予測することは難しいので、

台風接近時（水害が差し迫っている時）には土砂災害警戒情報の発令に注意しな

がら、土砂災害の危険性がある地域を避けて避難することが重要である。 

また、浸水の可能性が低い高台地域であっても土砂災害警戒区域に指定されて

いる場合がある。安全な避難所や避難経路を選択しなければならない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【避難するときのポイント】 

・土砂災害ハザードマップを確認し、自宅や避難所・避難経路が土砂災害危険区域に該

当していないか確認しておく。 
・土砂災害危険区域にはなるべく近づかないように気を付けながら避難する。 
・高台への避難経路等が寸断され、通れなくなる可能性もあるため、早めに避難準備行

動を開始する。 
 
 
■がけ崩れとは 

雨や地震などの影響によって、土の抵抗

力が弱まり、急激に斜面が崩れ落ちる現

象。ひとたび人家を襲うと逃げ遅れる人も

多く、死者の割合も高くなっている。 

 

 

 

＜「日本の砂防」平成 13年 10 月＞ 
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以下に、2 種類のハザードマップを示す。荒川氾濫以外に、複合して起こり得る

ほかの災害についてもハザードマップを確認し、自分の住んでいる地区の状況を確

認しておくことが重要である。 

 

図 8 東京都北区洪水ハザードマップ 

～隅田川・新河岸川・石神井川・神田川が氾濫した場合～ 

 

図 9 北区土砂災害ハザードマップ 
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防災情報の入手方法 

台風接近時に情報を入手する主な手段を以下に示す。避難判断を行う際は、入手

した情報がいつ・どの地域の・どのような状態の人に向けて発された情報なのかを

理解する必要がある。 

表 4 防災情報・気象情報の主な入手方法 

情報の種類 主な入手方法 公表元 

最推奨 

※1)と 2)の両方で、以下全て

の情報を網羅している 

1)北区防災アプリ・北区防災ポータル 

2)北区メールマガジン（防災気象情報

メール） 

北区 

避難情報 1) 防災行政無線 

2) 北区公式ホームページ 

北区 

防災気象情報 1) テレビのデータ放送（d ボタン） テレビ局等 

2) 気象庁のホームページ 

（高解像度ナウキャスト） 

気象庁 

3) 東京アメッシュ 東京都下水道局 

4) 気象会社の情報提供サービス 

（携帯端末向け） 

民間気象会社 

河川の水位に関する情報 1) 川の防災情報 国土交通省 

2) 東京都水防災総合情報システム 東京都建設局 

3) 北区水位・雨量情報システム 北区 

地区ごとの情報 1) 東京都防災アプリ 東京都総務局 
総合防災部 2) 東京都防災マップ 

各地域の危険箇所等の情報 
（平常時から確認） 

1) 洪水ハザードマップ 北区 

2) 土砂災害ハザードマップ 北区 

3) ハザードマップポータルサイト 

・重ねるハザードマップ 
・わがまちハザードマップ 

国土交通省 

※赤字：推奨 
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表 5 行政（北区）からの避難情報等の発表・発令段階 

避難情報等 発令される段階 

自主避難の呼びかけ 台風の規模や進路により人的被害が想定される段階。 

要支援者避難開始 避難行動要支援者の中でも、特に避難行動に時間を要する者が避

難行動を開始する段階。 

高齢者等避難開始 避難行動要支援者等、避難行動に時間を要する者が避難行動を開

始しなければならない段階。 
避難指示 災害が発生する恐れが高いため、住民全員が避難しなければなら

ない段階。ここまでに避難を完了する必要がある。 
緊急安全確保 人的・物的被害の発生する危険性が高い、または発生したとき。 

直ちに身の安全を確保する段階。 
※この他、国や東京都から「広域避難の呼びかけ」の情報が出る場合がある。 
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3.自宅にとどまらず、できるだけ遠くの高台へ逃げましょう。 

 
基本方針３．自宅にとどまらず、できるだけ遠くの高台へ逃げましょう。 

①浸水のおそれのある低地にいる場合は、自宅にとどまらず、できるだけ遠く

の高台へと避難してください。親族宅や知人宅など、自分で避難先を探す必

要があります。 

②浸水継続時間の長い地域でマンションなどの上階への避難は危険です。高台

へと移動する時間的な余裕がないとき以外は行わないようにしましょう。 

③高台避難が原則ですが、一定条件※を満たす場合は、屋内安全確保を選択す

ることができます。ただし、電気や水道、トイレ等が使用できず、過酷な環

境のもとで生活を送る可能性を考えて準備をしてください。少しでも自宅等

での避難生活が難しいと感じたら、早めに遠くの高台へ避難しましょう。 

④避難情報は、高齢者や要配慮者などの避難に時間がかかる区民を考慮して、

早めに発令します。 
※【屋内安全確保が可能な条件】（詳細は、P.35 を参照） 
 ハザードマップ等で自宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下①～③の条件をすべて満た

しており、住民自らの判断で自宅等の上階等、安全な場所に留まること（待避）等により、計画

的に身の安全を確保できること。 
 ①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと 
 ②自宅等に浸水しない居室があること 
 ③浸水継続時間が３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、十分な備蓄や資

機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。ただし、自宅等が浸水継続時間３

日未満の地域であっても、周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合を除く。 
 

荒川が氾濫した時に北区で起こり得る状況 

(1) 北区の地形的な特徴 

北区の地形は、西側の高台地域と東側の低地にはっきりと分かれている。標高の

差は大きい所で約 25m あり、8 階のビルに相当するほどの高さである。 

そのため、荒川が氾濫した際に浸水が想定される地域と浸水する可能性が低い地

域とがはっきり分かれているという状況にある。 
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図 10 標高陰影起伏図（北区内の状況） 

＜地理院地図に加筆＞ 

＜標高＞ 
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(2) 避難先の考え方 

荒川が氾濫すると、低地部分はすべて浸水してしまうことが想定されており、特

に荒川から近い地域では5m以上も浸水する恐れがある。そのため、荒川氾濫の恐れ

がある場合には、できるだけ遠くの高台へと避難することが基本となる。 

表 6 避難先の考え方 

 避難先の考え方 留意事項 

最
も
推
奨
す
る
避
難
先 

雨や風が強くなる前に、できるだけ遠くの

高台（北区の外）へと避難する。 

・知人や親族などの家、民間の宿泊施設
などに早期に避難する。 

 

次
に
推
奨
す
る
避
難
先 

北区内の高台にある避難場所に避難する。 

・公共交通機関の運休などにより、遠方
へ避難できないときに実施。 

 
・避難場所ではスペースや水・食料など

の物資が限られているため注意が必要
である。 

（P.38 以降に詳述） 

 

屋内安全確保をする。 ・ハザードマップ等で確認し、一定の条
件※を満たした上で自宅の上階等、安
全な場所に留まること（待避）等によ
り、住民が自らの判断で計画的に身の
安全を確保する。 

 （P.35 以降に詳述） 
 
・避難した居室等の場所で３日間以上過
ごせるかをしっかり考えることが重要と
なる。電気、ガス、上下水道など、ライ
フラインは浸水により、使用できなくな
る可能性が高い。 
 
・少しでも不安がある場合は早めに水平
避難（高台への避難）を実行する。 
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や
む
を
得
な
い
場
合
の
み
実
施 

高台へ移動する時間的な余裕がない場合に

限り、堅牢で高い建物※の上階に避難する。

※ｺﾝｸﾘｰﾄ、重量鉄骨造など ・時間的な余裕がないとき以外は、実施
しない。 

 
・雨風が強くなってから移動することは

危険なため、注意が必要。 
 
・仮に、マンション等に避難できても、

数週間もの間、水・食料・電気などが
無いなかで滞在しなければならなくな
るため、やむを得ない場合を除き、実
施しない。 

（P.33 以降に詳述） 

 

※【屋内安全確保が可能な条件】（詳細は、P.35 を参照） 
 ハザードマップ等で自宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下①～③の条件をすべて満た

しており、住民自らの判断で自宅等の上階等、安全な場所に留まること（待避）等により、計画

的に身の安全を確保できること。 
 ①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと 
 ②自宅等に浸水しない居室があること 

③浸水継続時間が３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、十分な備蓄や資

機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。ただし、自宅等が浸水継続時間３

日未満の地域であっても、周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合を除く。 

 

 

最も推奨する避難方法は雨風が強くなる前に北区から離れ、できるだけ遠くの高

台へと避難することである。早い段階で遠方に避難すれば、狭い避難所で押し合っ

て生活することもなく、食料・水などの物資が不足することもないと考えられる。 

一方で、最も避けるべきは浸水域内にとどまり続け、雨や風が強まっているなか、

ぎりぎりで近所の高い建物へと避難することである。大規模水害時は 2 週間以上も

水が引かない。救助がすぐに来られない場合もある。水も食料も電気すらもない中

で長期間の生活を強いられる可能性がある。このような状況を避けるためにも、雨

や風が強くなる前に、避難行動を開始する必要がある。 

また、浸水継続時間が３日未満の地域に限り、一定の条件を満たした上で、自宅

等に留まることが可能であると住民自らが判断した場合には、屋内安全確保を選択

することができる。この場合も、状況に応じて遠くの高台へ避難できるよう、情報

収集に留意することが必要となる（P.35 以降に詳述）。 
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⚠ 堅牢でない建物の上階への避難は絶対にやめてください。 

 

近隣のマンション等に移動する余裕もない

ときに自宅の上階に避難することがあるが、

北区では浸水深が 5.0m 以上となる地域もあ

り、平屋建ての家屋やアパートの低層階など

では危険である。特に、家屋倒壊等氾濫想定

区域では、木造家屋が倒壊する恐れがある。 

  

※危険 
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(3) 東京都北区洪水ハザードマップ～荒川が氾濫した場合～ 

 
図 11 東京都北区洪水ハザードマップ～荒川が氾濫した場合～（再掲） 

 

荒川が氾濫した場合に北区内で想定される浸水状況（洪水ハザードマップ）を再

度示す。自宅及び周辺の状況や、避難先へと移動する経路の浸水状況を確認するこ

とが重要である。 
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また、以下は、浸水継続時間を示した図である。一度浸水してしまうと 2 週間以

上水が引かない地域がほとんどであり、長期間自宅に戻れなくなることが予想され

る。一方で、高台地域沿いの一部は浸水継続時間が３日未満の地帯も存在し、屋内

安全確保を選択肢とすることができる地域がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 12 浸水継続時間  
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マンションなどの上階への避難の危険性 

浸水が想定される地域において堅牢な建物の上階（浸水深よりも高層階）へと避

難することで、一時的に身の安全が確保できる可能性があるが、以下のような危険

性があるため、やむを得ない場合を除き、実施すべきでない。 

【建物に関する危険性】 

①浸水が想定される区域内に避難できるような 3 階以上の高い建物が少ない。 

②木造家屋であれば、建物が洪水流によって倒壊する可能性がある。 

【避難生活に関する危険性】 

・2 週間以上もの間、浸水が継続する地域があり、食べ物など物資の不足や、

電気・ガス・水道などのライフラインの停止が予想される。 
・近隣のマンション等に避難した場合、廊下などの共有スペースで長期間滞在

しなければならなくなる。 

住宅面積の 50％以上が浸水域に位置する建物を対象に集計したグラフを示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 13 高い建物が少ないことによる危険（右：浸水域内の建物階数） 

＜平成 29 年度 東京都北区土地利用現況調査＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 14 堅牢な建物が少ないことによる危険（右：浸水域内の建物の構造）※ 

※「耐火」を堅牢な建物、「準耐火」・「防火」・「木造」を堅牢でない建物として集計。 

＜平成 29 年度 東京都北区土地利用現況調査＞ 

⚠ 建物が洪水によって倒壊してしまう可能性がある。 

⚠ 緊急的に避難できるような 3 階以上の建物が少ない。 

※コンクリートや 
重量鉄骨造など 
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図 15 避難生活が長期化したときの問題点 

＜出典：内閣府大規模水害に関する調査委員会資料＞ 

表 7 大規模水害時における低地でのライフライン状況 

ﾗｲﾌﾗｲﾝ 水害時に低地で想定される状況 

電気 ・北区内には配電用変電所が複数ある。配電用変電所の浸水状況によって、

電力供給が停止する地域が出てくる。 
・低地（浸水する区域）では、電力が不通になる可能性が高い。仮に供給さ

れていても二次被害の可能性が高いため、使うべきではない。 

ガス ・水害によってガス管が損傷した場合、ガス供給は停止し得る。 
・損傷がなくとも、保安のために能動的に停止を実施する可能性がある。 

上水道 ・水害によって配水管が損傷した場合、上水道は停止し得る。 
・給水の方式によって電力を必要とする場合と不要な場合がある。停電が発

生した場合に、給水できる場所とできない場所が出てくる。 
・マンション・病院・ホテル等は電力が必要な給水方式を採用している場合

が多く、給水が停止する可能性が高い。 

  

⚠ 高い建物へと緊急避難ができたとしても、北区のような都市部では、ヘリコプターや
ボートによって全ての避難者を救助するのに大変な時間を要する。 
電気が通じない、食料がないといった様々な問題がある中で、その場に留まり続けなけ
ればならなくなる。 
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自宅等での待避（屋内安全確保）が可能な条件 

 北区の屋内安全確保が可能な条件は、以下のとおりとする。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
首都圏における大規模水害広域避難検討会が令和 4 年 3 月に公表した広域避難計画策定支援ガ

イドラインにおいて、大規模水害時における住民避難の考え方として以下のとおり記載されてい

る。 
「特に、行政が用意する避難先の収容量は有限であり、大規模水害時においては、自宅等から 

の避難が必要な住民のすべてを受け入れることが困難な場合も想定される。そこで、自宅等の災

害リスクを事前に確認し、自宅等からの避難が必要ないと自ら判断する 場合には、あえて外出

せず、屋内安全確保で対応することや、自宅等からの避難が必要であっても、安全な親戚・知人

宅やホテル・旅館等に自主避難することなど、いわゆる「分散避難」の考え方に基づいた対策の

検討が重要である。」（広域避難計画策定支援ガイドライン P.6） 
 
 また、屋内安全確保について、以下のとおり記載されている。 
 
【屋内安全確保】 

ハザードマップ等で自宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下の①～③の条件をすべて満 
たしている場合に、自宅の上階等、安全な場所に留まること（待避）等により、住民が自らの判 
断で計画的に身の安全を確保すること 

①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと  
②自宅等に浸水しない居室があること  
③自宅等が一定期間浸水することにより生じる可能性がある支障※を許容できること 
 ※支障の例：水、食糧、薬等の確保が困難になるおそれや、電気、ガス、水道、トイレ等の

使用ができなくなるおそれ （広域避難計画策定支援ガイドライン P.2） 
 
 屋内安全確保が可能な浸水継続時間については、首都圏における大規模水害広域避難検討会で

の検討において、自宅等からの避難が必要となる者を浸水継続時間 3 日以上としていたことか

ら、浸水継続時間 3 日未満を対象とする。 

【屋内安全確保が可能な条件】 
 ハザードマップ等で自宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下①～③の条件をすべて満た

しており、住民自らの判断で自宅等の上階等、安全な場所に留まること（待避）等により、計画

的に身の安全を確保できること。 
 ①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと 
 ②自宅等に浸水しない居室があること 
 ③浸水継続時間が３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、十分な備蓄や資

機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。ただし、自宅等が浸水継続時間３

日未満の地域であっても、周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合を除く。 
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 しかし、浸水継続時間 3 日未満に該当する地域であっても、周囲が浸水継続時間３日以上の地

域に囲まれている場合（図の緑破線内）、実質的に避難は不可能なため孤立する可能性が高い。

そのため、北区の特性に合わせた独自要件として、「自宅等が浸水継続時間３日未満の地域で

あっても、周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合は除く」こととする。 
 

 
図 16 浸水継続時間２週間以上の地域に囲まれている地域 
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■屋内安全確保をする際のポイント 

 屋内安全確保を選択する場合、避難した居室等の場所で３日間以上過ごせるかをしっかり考える

ことが重要となる。特に一軒家の場合、生活の基盤となるガス・電気・水道・トイレ等のライフラ

インは一階部分に配置されている場合が多く、浸水 

により使用できなくなる可能性が高い。また、水の 

浮力は強いため、動いた家具が動線を塞ぎ、水が引いた 

後も外に出られなくなる恐れがある。 

 本当に屋内避難で身の安全を確保できるのか、備蓄や 

資機材は充足しているかを確認し、少しでも不安がある 

場合は早めに水平避難（高台への避難）を実行する必要 

がある。 

■備蓄の考え方 

 大震災に備えて家庭内備蓄をしている家庭も多いと思われるが、基本的には風水害に対する備え

も同じ考え方となる。ただし、水害は夏から秋に発生するため、クーラーボックスやウェットボ

ディタオルなど、暑さ対策が必要である。普段使用している食料品や生活必需品を日常的に少し多

めに備えておく「日常備蓄（ローリングストック）」も活用しつつ、不測の事態も考えて想定浸水

継続時間より長い日数（１週間程度）を備蓄するように心がけること。 

 何を備蓄すればよいか迷ったら、以下のチェックリストや東京備蓄ナビを参考に、日頃から準備

を進めるのが重要である。 

 

＜食品＞    ＜生活用品＞     ＜その他必需品＞ 

□主食（乾麺、レトルトごはん） □ゴミ袋・大型ビニール袋  □乳児用ミルク・離乳食 

□主食（レトルト食品、缶詰等） □簡易トイレ【１人１日７～８回】 □おむつ・おしりふき 

□飲料水【１人１日３Ｌ】 □ウェットティッシュ   □生理用品 

□ドライフーズ   □カセットコンロ・カセットボンベ □常備薬・衛生用品 

□菓子類   □懐中電灯    □ペット用品 

□栄養補助食品   □ライター    □モバイルバッテリー 

    □携帯ラジオ 

 

 ＜水害時に特に役立つもの＞ 

□クーラーボックス  □家庭用蓄電池 □雨具・厚手のゴム手袋 

□ウェットボディタオル  □瞬間冷却剤 

 

・東京備蓄ナビ（https://www.bichiku.metro.tokyo.lg.jp/） 

 東京備蓄ナビでは、一緒に住んでいる人の情報を入れることで、 

簡単に必要物資の計算ができる。 

 

https://www.bichiku.metro.tokyo.lg.jp/
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避難者数と避難場所の受入可能人数（北区に留まることの危険性） 

(1) 水害時の避難者数 

水害が起きた時に避難しなければならない住民（避難者）を浸水が起きると予想

されている低地に住んでいる人及び土砂災害が起きると予想されている地域に住ん

でいる人だと考えると、約21万人もの人々が避難することが必要となる（※北区の

総人口は令和 6 年 11 月現在、約 36 万人）。 

このうち、屋内安全確保が可能な条件を満たしていると推測される住民は、約３

万５千人である。 

 

 

 

                                         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※屋内安全確保が可能な条件を満たしていると推測される住民数は、P.35 の条件

のうち、「①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域外」「③浸水継続時間が３日未満

の地域（周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合を除く）」の２

つの条件を満たし、かつ、住所情報等から「②自宅等に浸水しない居室があ

る」の条件を満たす（浸水深よりも高い位置に居室がある）と推測される人数

を試算したものである。なお、避難確保計画により避難方針が決定される要配

慮者利用施設の入居者は除いている。 
 
 
 
 
 
  

北区人口 
約 36 万人 

その他の区域 
約 152,300 人 

荒川氾濫の浸水想定区域内 
204,914 人 
（うち、屋内安全確保が可能な条件を満たし
ていると推測される住民※︓34,492 人） 

土砂災害の可能性 
がある区域内 

約 5,000 人 
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⚠土砂災害の可能性がある地域 
の住民も避難が必要な可能性 

⚠低地では広範囲が浸水 
⇒ 避難が必要 

●高台は浸水の可能性が低い 
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(2) 大規模水害時に使用できる避難場所（高台水害対応避難場所） 

大規模水害が発生しそうな場合（大型で勢力の強い台風等が近づいている場合）

には、低地（浸水域）にある避難場所には逃げてはいけない。また、土砂災害の危

険性がある避難場所もさけるべきである。 

北区内における大規模水害時に使用可能な避難場所（浸水・土砂災害の可能性が

低い避難場所）及び受け入れ可能人数は以下の通りである。 

 

表 8 大規模水害時に使用可能な高台水害対応避難場所 

No. 地区 施設名 
校舎＋体育館の 

面積(m2) 
体育館の 
面積(m2) 

受入可能な 
人数（人）※ 

1 

桐ケ丘 

区立桐ケ丘中学校 9,788 - 4,152 

2 区立桐ケ丘郷小学校 5,828 593 2,472 

3 区立赤羽台西小学校 4,826 561 2,047 

4 
赤羽西 

区立西が丘小学校 7,486 595 3,176 

5 区立梅木小学校 4,912 594 2,084 

6 

十条・ 

十条台 

区立旧清水小学校 4,546 594 1,929 

7 区立王子第三小学校 6,093 1,826 2,585 

8 区立王子第五小学校 4,291 510 1,821 

9 
旧富士見中学校 

（学校法人帝京大学） 
1,161 1,161 493 

10 

滝野川西 

区立滝野川もみじ小学校 4,767 602 2,022 

11 東京国際フランス学園別館 4,382 497 1,859 

12 区立谷端小学校 3,494 593 1,482 

13 区立滝野川第二小学校 4,874 595 2,068 

14 

滝野川東 

北区役所滝野川分庁舎 1,062 1,062 451 

15 区立滝野川第三小学校 5,149 594 2,184 

16 区立西ケ原小学校 4,428 543 1,878 

17 区立飛鳥中学校 5,779 702 2,452 

18 西ケ原東 区立滝野川小学校 6,615 603 2,806 

19 
田端 

区立田端中学校（旧） 5,324 854 2,258 

20 区立田端小学校 5,189 595 2,201 

合計 42,422 

※（校舎＋体育館）×70%の面積に対し、3.3m2：2 人として算出した概算値である。そのため、廊下

などの面積を含んでおり、実際に受入可能な人数よりも多く見積もっている恐れがある。 

  一部、体育館面積が[-]となっている施設があるが、校舎＋体育館の面積には含まれている。 

※それぞれの避難場所の位置は P.44 参照 
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表 9 大規模水害時に使用可能な福祉避難所 

No. 施設名 
校舎＋体育館の 

面積(m2) 
体育館の 
面積(m2) 

受入可能な 
人数（人）※ 

 
備考 

1 区立稲付中学校 9,091 - 1,449 ※準補完型 

2 区立十条富士見中学校 9,569 - 2,550 ※準補完型 

3 区立滝野川紅葉中学校 9,839 - 1,413 ※準補完型 

4 区立田端中学校 3,407 - 1,278 ※準補完型 

その他福祉避難所（通所型・介護型・補完型）25 施設 2,614  

福祉避難所 計 9,304  

※準補完型福祉避難所の受け入れ人数は、車いすや簡易ベッド等を使用するため、実際に収容を見込

める面積（有効面積）に対し、3.3m2：2 人として算出している。その他の福祉避難所は、各施設の

受け入れ可能人数を元に算出している。 

※準補完型福祉避難所は、改築校など比較的設備が整っているため、避難行動要支援者や要配慮者利

用施設の避難者及びその介助者を優先して受け入れるものとする。 

 

 また、上記以外にも、北区内の私立学校や国の施設と協定を締結し、大規模水害

時の避難場所として避難者の受け入れを行う「北区協定締結施設」、東京都が都内の

私立学校や国の施設と協定を締結し、大規模水害時に区をまたがって避難者の受け

入れを行う「東京都広域避難施設」がある。 

  



3. 自宅にとどまらず、できるだけ遠くの高台へ逃げましょう。 

42 
 

 

 

 

 

  

■石神井川の氾濫や土砂災害の恐れがある場合の避難場所（水害対応避難場所） 

 線状降水帯の停滞による長雨や、集中豪雨（ゲリラ豪雨）、荒川氾濫の恐れはなくて

も石神井川の氾濫や土砂災害の恐れがあると見込まれる場合、区は水害対応避難場所

を開設する。線状降水帯の停滞による長雨や、集中豪雨（ゲリラ豪雨）の場合、急激

に危険性が増す一方で１～２日程度しか危険性が継続しないため、浸水想定区域や土

砂災害警戒区域に近い学校、区施設を指定している。 

 大規模水害時には使用できない避難場所があるため、注意が必要となる。 

 

表 10 石神井川の氾濫や土砂災害の恐れがある場合に使用可能な水害対応避難場所 

No. 施設名 所在地 大規模水害時の開設有無 

1 堀船小学校 堀船 2-11-9 大規模水害時は使用不可 

2 明桜中学校 王子 6-3-23 大規模水害時は使用不可 

3 滝野川紅葉中学校 滝野川 5-55-8  

4 第四岩淵小学校 赤羽 3-24-23 大規模水害時は使用不可 

5 梅木小学校 西が丘 4-5-17  

6 袋小学校 赤羽北 2-15-3 大規模水害時は使用不可 

7 赤羽台西小学校 赤羽台 2-1-34  

8 旧清水小学校 十条仲原 4-5-17  

9 田端小学校 田端 5-4-1  

10 十条台ふれあい館 中十条 1-2-18 大規模水害時は使用不可 

11 桐ケ丘中学校 桐ケ丘 2-6-11  

12 北区防災センター 西ケ原 2-1-6 大規模水害時は使用不可 
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(3) 避難者数と避難場所での受け入れ可能人数との比較 

避難する可能性のある住民数と水害時に使える避難場所の受け入れ可能人数を比

較すると、避難する可能性のある住民の数の方が多い。そのため、多くの人が区外

に避難する必要がある。（知人・親族を頼っての自主避難） 

 

 
 
 
 
 
 
 

図 17 避難場所の収容可能人数と荒川氾濫浸水想定区域内人口の比較 

【注意事項】 

 ・防災地図に記載されている避難所は震災用の避難所であり、水害用と異なる。 

・水害に対応する避難場所は、災害発生前は命を守るために緊急避難するための

避難場所として、災害発生後には自宅での生活が難しくなった被災者が長期滞

在するための避難所として機能する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 18 北区防災地図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 19 左：洪水ハザードマップ、右：土砂災害ハザードマップ（一部抜粋） 

⚠ 北区防災地図の情報
は、主に震災用 

荒川氾濫浸水想定区域内及び、 
土砂災害警戒区域にに住んでいる人数 

 209,914 
人

51,726 

区の避難施設で 
受入可能な人数 

（屋内安全確保が可能な条件を満たす 
地域に居住している住民︓40,114 人） 
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                         【高台水害対応避難場所】 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【準補完型福祉避難所】 

   

 

 

図 20 浸水域・土砂災害警戒区域以外に位置する避難場所 

（高台水害対応避難場所・準補完型福祉避難所） 

 

※ ～ は要配慮者が優先して利用する準補完型福祉避難所として開設する。 
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4.本当に必要な人のために、車避難は避けましょう。 

 
基本方針４．本当に必要な人のために、車避難は避けましょう。 

①水害による避難者の中には、徒歩での移動が困難で、自動車がないと避難で

きない人がいます。自動車が本当に必要な人のために、健康な方は、できる

かぎり徒歩での避難をお願いします。 

②多くの区民が一斉に自動車で避難すると、狭い道路や橋で交通渋滞が起こ

り、逃げ切れない人が出てくる可能性があります。 

②高台まで避難できたとしても、駐車できるスペースには限りがあります。自

動車を使用して避難する場合は、避難情報の発令よりも前に移動を開始し、

できるだけ区外に避難してください。 
 
(1) 北区内及び浸水域内の自動車保有数 

北区では、約 6 万 8 千台の自動車が保有されており、このうちの約 2 万 6 千台が

浸水域内で保有されている推計台数である（北区の低地内人口は約20万人）。加え

て、他区・他県から北区へと避難して来る方もいると考えられる。そういった避難

者が、雨風が強くなった時や、台風が接近した時に自動車で一斉に高台を目指すと、

大きな交通渋滞を引き起こす危険性がある。過去の地震・水害等においても、避難

所を目指す自動車が列をなす状況が見られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 21 過去の大災害で起きた避難渋滞の写真（左：2016 年熊本地震、右：2011 年東日本大震災） 

＜出典：朝日新聞社＞ 
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(2) ボトルネックにおける交通渋滞の発生の危険性 

水害を前に渋滞が起きる可能性が特に高い場所は、狭い道路や高架下のトンネ

ル、川を渡るための橋などである。狭い道路や川を渡るための橋で詰まり
．．．

が起き

る（ボトルネックになる）ことで、以降の自動車が通り抜けるのに相当な時間が

かかり、最悪の場合逃げ切れない人が出てくる可能性がある。さらには、いざと

いうときに緊急用車両が通れなくなる可能性もある。 

このような事態を防ぐために、自動車を使用する場合は避難準備情報の発令よ

りも前に移動するか、避難準備情報発令後の移動の場合は、可能な限り徒歩また

は公共交通機関を使用することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 ハザードマップに示されている避難路（浮間地区の例） 

 

(3) 北区内の高台での駐車スペースの不足 

自動車での避難により、仮に、北区内の高台まで移動できたとしても、今度は

駐車場がいっぱいになってしまうことが予測される。避難所である小・中学校の

グラウンドには、原則として駐車することはできない。自動車を停めるために右

往左往する内に渋滞を引き起こしてしまい、最悪の場合、全員が逃げ切れなく

なってしまう恐れがある。 

自動車で避難する場合は、①一斉避難を避けるために、早期に避難行動を開始

すること、②区内の避難所周辺では車を停められないので、区外へと広域避難す

ることが必要となる。 

 
  

⚠ 高台地域へ避難する際に通らざるを得ない橋や小さい道
路などがボトルネックとなる可能性がある 
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(4) 自動車を使う場合の避難タイミング 

北区から「避難準備・高齢者等避難開始情報」が出された段階で、自動車がなけ

れば避難が困難な方々以外は原則として自動車を使わないようルール化する（次頁

の図 8 参照）。これは、自動車がなければ避難が困難、または時間を要する人を優

先させるためである。 

自動車で避難する場合は「避難準備・高齢者等避難開始情報」が出るよりも前

（雨や風が強くなり、荒川の氾濫が心配（懸念）されるよりも前）に移動を開始す

るよう周知する。 

 

 
■江東 5区大規模水害広域避難計画における車避難に関する記載 

 
荒川が氾濫するほどの

大雨のときは、他区から

北区へと避難してくる人

もいる。さらなる大混

雑・大渋滞が起きる可能

性がある。 
 

＜江東 5 区大規模水害広域避難計画リーフレット＞ 
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図 8 荒川氾濫までの起きる事象と区民が目指すべき避難行動（車避難について） 

※この図で言う「車避難が必要な方」とは「自動車等を使用しなければ避難が困難な方」を指す。 
避難行動時要支援者の定義については P.74 を参照のこと。また、P.49 以降で詳述する北区における避難支援が必要な方々とは同義でないことに注意。

   避難指示 緊急安全 

確保 
高齢者等避難開始 
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5.誰ひとり取り残されないようにするために、周囲の人に手を

差し伸べましょう、差し伸べてもらえるようにしましょう。 

 
基本方針 5．誰ひとり取り残されないようにするために、周囲の人に手を差し伸

べましょう、差し伸べてもらえるようにしましょう。 

①浸水が想定される地域に、誰ひとり取り残されないようにするための第一歩

として、まずは自力や家族の手助けだけでは避難することが難しい人がいる

ことを知りましょう。 

②自力で避難することができる人は、自主的に広域へと避難しましょう。その

とき、周りに避難できずに困っている人がいないかを気遣い、可能な限り避

難に協力しましょう。 

また、自力での避難が困難な人は、いざというときに助け合えるように、日頃

から隣近所とのコミュニケーションを取っておきましょう。 

 
まずは、水害時に浸水する恐れのある地域に、自力または家族の手助けだけで

は避難が困難な方々がたくさん住んでいることを知りましょう。避難が困難な

方々のなかには、肢体が不自由な人や寝たきりの高齢者など避難所への移動（歩

行）が難しい人もいれば、認知症や知的・精神障害があるために避難しなければ

いけないことを自分で判断することが難しい人もいる。また、高齢者だけで暮ら

している世帯のため、避難情報が入手できない場合もある。どのような状態の方

が、どこに、どのくらいの人数住んでいるのかを把握できると理想的である。 

 

自力で避難することができる方は、自主的に広域へと避難することを推奨する。

そのとき、周りに避難ができずに困っている人がいないか、気遣っていただきた

い。そして、できる限りお手伝いをしてあげていただきたい。隣近所からの声掛

けがあるだけで、逃げ遅れてしまう方の人数は減ると思われる。 

また、避難行動が困難な方々は、水害時に声をかけてもらいやすいように日頃

から隣近所とのコミュニケーションを取っておくことが望ましい。 
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セグメント区分の考え方 

荒川が氾濫する前に、浸水などの被害に合う可能性のある区民全員が避難を完了

しなければならない。北区内には肢体の不自由な方など支援がなければ自力で避難

できない方や、危険地域（家屋倒壊等氾濫想定区域、複数の川に挟まれた地域など）

に住んでいる方など様々な方がいる。行政は避難を支援すべき人がどれくらいいる

のか、どこに住んでいるのか、どのような支援を欲しているのかを把握していく。 

「セグメント区分」とは水害が発生または恐れがある際の行動（避難の必要が有

る／無い、自力で避難できる／できない等）に基づいて区民をいくつかのグループ

に分けるという考え方である。この考え方を用いて、支援が必要な人はどのような

状態に属する人なのか、また、どの程度の人数がいるのかを検討した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                             【自助・共助・公助の考え方】 
 
 

図 23 セグメント区分（グループ分け）のイメージ  

検討項目 
・水害が起きた場合、避難の必要がある地区はどこか？ 
・自分の住んでいる地区や周りの地区にどういった危険性があるか？ 
・避難する時はどのタイミングで、どの地区へ逃げるべきか？ など 

居住地域ごとのセグメント（例） 

検討項目 
・自力で避難できない人とはどのような人か？ 
・隣近所に助けを必要としている方がいないか？ 
・北区は誰にどのような支援をすべきか？ など 

人の状態ごとのセグメント（例） 
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居住地域のセグメント 

(1) 最も危険な場所・居住形態（全体論） 

荒川が氾濫したときに浸水してしまう低地の中でも、最も被害が大きい地域は荒

川の近く（家屋倒壊等氾濫想定区域）である。越水氾濫の場合と破堤氾濫の場合と

でも状況は異なるが、特に破堤氾濫の場合、河川を流れていた土砂交じりの濁流が

一気に低地内へと流れ込むことになる。短時間で辺り一面が水に浸かるどころか、

溢れてきた水の勢いによって家屋が倒壊する恐れもある。また、過去の水害におい

て人的被害が多く報告されている居住形態は平屋（一階建て）の家屋またはアパー

トなどの低層階（想定される浸水深よりも低い階）である。 

浸水が想定される地域に住んでいる方は、屋内安全確保が可能な条件を満たす場

合を除き、全員避難する必要があるが、その中でも川の近く・平屋または低層階

（想定される浸水深よりも低い階）に住んでいる方は特に危険性が高いので、他の

区民よりも早い段階で避難を開始しなければならない。 

＜最も危険な居住形態・居住場所＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 西日本豪雨による岡山県真備町の被害状況 

＜出典：朝日新聞社＞ 

平屋建て、 
またはアパートなどの、想定 
される浸水深よりも低い階 

岡山県倉敷市真備町で亡く

なった 51 人のうち、8 割以上の

42 人が住宅 1 階部分で遺体と

なって発見されていたことが、関係

者への取材や朝日新聞の調査で

分かった。 

（朝日新聞デジタル

https://www.asahi.com/articles/AS
L885F8LL81PTIL00L.html） 

荒川の近く 
（家屋倒壊等氾濫想定区域） 

https://www.asahi.com/articles/AS
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(2) 19 地区別の状況 

北区における 19 地区を、ほとんど全域が浸水してしまう地区・ごく一部が浸水

する地区・浸水しない地区（高台）の 3 つに分類すると下の表のようになる。 

浸水する地区に住んでいる方は高台へ、高台地区に住んでいる方はできるかぎ

り避難者のサポートをしましょう。 

 

表 11 北区内の居住地域のセグメント（概略） 

浸水想定 地区名 水害時の行動方針 

全域が 
２週間以上 

浸水する地区 
浮間、志茂、豊島 親族や知人等を頼って、西の高台へ広域

避難する。 

ほとんどの地
域で２週間以
上浸水する地

区 

赤羽、赤羽北、神谷、 
王子、昭和町、東十条、 
東田端、堀船 

親族や知人等を頼って、西の高台へ広域
避難する。 
ハザードマップ等で確認し、一定の条件※
を満たした上で自宅の上階等、安全な場所
に留まること（待避）等により、住民が自
らの判断で計画的に身の安全を確保する。 

一部が浸水 
する地区 赤羽西、桐ケ丘、十条台 

避難所の開設・運営など、避難者を受け
入れる側としてサポートする。 浸水しない 

地区 
十条、滝野川西、滝野川
東、田端、西ケ原東 

※【屋内安全確保が可能な条件】（詳細は、P.35 を参照） 
 ハザードマップ等で自宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下①～③の条件をすべて満た

している場合に、住民自らの判断で自宅等の上階等、安全な場所に留まること（待避）等によ

り、計画的に身の安全を確保する。 
 ①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと 
 ②自宅等に浸水しない居室があること 

③浸水継続時間が３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、十分な備蓄や資

機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。ただし、自宅等が浸水継続時間３

日未満の地域であっても、周囲を浸水継続時間３日以上の地域に囲まれている場合を除く。 
 
(3) 避難が必要な地区ごとの避難行動の方針 

避難が必要な地区（全域が２週間以上浸水する地区及び、ほとんどの地域で２

週間以上浸水する地区）ごとに、地域特性・避難行動時の問題点、避難行動の様

式を整理した。ここでの整理を踏まえ、「誰ひとり取り残されない避難」の実現

に向けた、より詳細かつ具体的な計画として、令和 4年 12 月に「北区大規模水害

避難行動支援計画」を策定した。「北区大規模水害避難行動支援計画については、

解説章の末尾（P.59 以降）に示す。 
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人の状態のセグメント（避難支援が必要な方々） 

北区の「避難行動要支援者名簿」に登録されている人数は、令和 6年 12月 1日現

在 10,406 人（北区の人口は約 36 万人のため、約 2.9 パーセント）である。名簿登

録者には、一定の条件に合致し自動的に登録される方と、その他の条件を満たして

かつ希望（手上げ）によって登録される方がいる。避難行動が困難であるにも関わ

らず手上げをしていない方や、条件に合致しない方などは名簿に登録されていない

可能性がある。すなわち、実際には10,406人よりももっと多くの方が避難行動の支

援を必要としている可能性がある。（「避難行動要支援者名簿」の登録要件は P.74

参照） 

では、自分の周囲の「何らかの支援がなければ（自力や家族の手助けのみでは）

避難が困難な人」とはどのような方だろうか？ 

以降では、①直接的な支援（車での搬送など）がないと自力では全く避難できな

い方、②間接的な支援（たとえば情報の提供方法を工夫するなど）があれば自力で

避難できる方の 2 種類に分類して、各セグメントと避難行動時の問題点を記載した。 

 

(1) 直接的な避難支援（車での搬送など）が必要なセグメント 

表 12 各セグメントと避難行動時の問題点① 

セグメント 避難行動時の問題点 

要介護認定 3～5 

・寝たきり状態、移動に車イス等を使用している高齢者
の場合は、自力での歩行が困難である。 

・認知症の傾向が強い場合、緊急事態の認識が困難であ
り、避難すべきかどうかを自分では判断できない。ま
た、避難した際に不穏な行動が出現することがある。 

・認知症でなくとも、自分では薬や貴重品の用意・管理
ができない（判断力が落ちている）。 

身体障害者手帳(肢体1・2級ま
たは体幹 3級)をお持ちの方 

・自力での歩行が困難である。 
・立ち上がる・座るなどの動作が困難な場合もある。 

愛の手帳 1～4度をお持ちの方 

・「災害」、「避難所」といった言葉を理解できない場
合が多い。 

・環境の変化による精神的な動揺が見られる場合があ
り、特に自閉症などの場合は避難所でパニックを起こ
すことがある。 

精神障害者保健福祉手帳1級を
お持ちの方 

・緊急事態の認識が困難であり、避難すべきかどうかを
自分では判断できない。実際の避難も一人では困難で
ある。 

・避難情報を自分では入手できず、かつ家族や知人、近
所の住民と協調的な対人関係やコミュニケーションを
とることが難しい。 

・災害発生時には精神的動揺が激しくなる場合がある。 
・身辺の安全を保持したり、危機的状況に適切に対応し

たりできない。 
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(2) 間接的な避難支援（情報提供の工夫など）が必要なセグメント 

表 13 各セグメントの避難行動時の問題点② 

セグメント 避難行動時の問題点 

要介護認定 1 または 2 

・理解力が低下しており、緊急事態の認識が困難な場合が
ある。 

・歩行や両足での立位保持に支えを必要とする。また、素
早い行動や長距離・長時間の歩行が困難な場合がある。 

・聴力の低下、認知機能の低下があると自分では情報を入
手できない場合がある。 

要支援認定 1 または 2 
・歩行などの移動の際に支えを必要とする。 
・自分で薬や貴重品の用意・管理ができない場合がある。 

75 歳以上の単身世帯もしく
は高齢者のみの世帯 

・緊急事態が伝わるのが遅れる場合がある。 
・歩行などの移動の際に支えを必要とする場合がある。ま

た、移動に時間がかかるため、長距離の移動時には車イ
スなどが必要となる場合がある。 

身体障害者手帳（視覚）を
お持ちの方 

・視覚による情報入手が困難なため、特別な情報伝達手段
を必要とする。 

・いままで行ったことのない場所の場合、ひとりでたどり
着くことが困難なため、誘導等を必要とする。 

身体障害者手帳（聴覚・平
衡）をお持ちの方 

・聴覚による情報入手が困難なため、特別な情報伝達手段
を必要とする。 

・手話等でないとコミュニケーションを取れない（自分の
状態を他者に発信できない）。 

身体障害者手帳（肢体 3 級
以下または体幹 4 級以下）
をお持ちの方 

・歩行などの移動の際に支えを必要とする場合がある。 
・歩くことはできても、自力では傘や貴重品などを持ち出

すことができない。 

身体障害者手帳（内部）を
お持ちの方 

・素早い避難行動が困難な場合がある。 

精神障害者保健福祉手帳 
2 級以下をお持ちの方 

・身辺の安全保持や危機的状況での適切な対応は援助なし
にはできない場合がある。 

・避難情報の入手や、家族や知人、近所の住人などと協調
的な対人関係やコミュニケーションは援助なしにとるこ
とは難しい。 

・災害発生時には精神的動揺が激しくなる場合がある。 

妊産婦 

・妊娠後期は腹部が大きくなることから足元が良く見え
ず、身動きがとりにくく、ちょっとした歩行でも息があ
がりやすくなる。 

・配偶者の手助けが得られない場合は、避難準備行動にも
時間がかかることが多い。 

外国人 
（日本語に不慣れな場合） 

・日本語での情報が十分に理解できず、緊急事態の認識が
遅れることがある。 

・身振り・手振りや絵図による情報伝達を必要とする。 

6 歳未満の未就学児 
（保護者や保育園・幼稚園
の監督下にいない場合） 

・緊急事態の認識が困難であり、避難すべきかどうかを自
分では判断できない。 

・長距離の歩行や素早い行動が困難である。 
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支援方法 

(1) 各セグメントの問題への解決策 

避難行動が困難な方の支援策として、まずは隣近所で声を掛け合い、互いに助け

合うことが大切である。 

避難行動時の問題点を分類すると主に以下の 3 種類に分けることができる。 

 

① 避難先へと自力で移動することが困難である。 

② 水害や避難に関する情報を入手することが困難である。 

③ 避難する必要があるかを自分で判断することが困難である。 

 

上記の 3 つの観点に則り、各セグメントの避難行動に関する問題点を集約した。

また、集約した問題点について、具体的な解決策の例を検討した。問題点の内容と

合わせて表 に示す。 

ただし、表14で示している解決策は現時点における例示であり、今後、検討を進

めていく必要がある。 
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表 14 各セグメントの避難行動時の問題点と解決策 

避難行動時の問題点 
解決策の例 

観点 内容 

避難先への
移動 

歩くことができない。 

または、長距離を歩くことがで

きない。 

・一般タクシー及び福祉タクシーの手配。 

・車イスやおんぶによる介助。 

・人工呼吸器を使用している方への呼吸ケア

ができる救護者の配置。 

情報の入手 見ることができない。 
・音声による確実な周知（防災行政無線や広

報車、受信メール読み上げ機能等）。 

・点字による案内表示板の設置。 

聞くことができない。 

話すことができない。 
・デジタルサイネージによる案内表示板の設

置。 

・筆談用の磁気ボード・コミュニケーション

ボードの用意。また、手話通訳者の配置。 

・地域の住民などによる注意喚起のための声

掛け。 

避難の判断 未就学児など、緊急事態の認識

が困難で避難すべきかどうかが

分からない。 

・防災行政無線や公共施設での放送。また、

放送に注意を向けさせるための取り組み。 

・地域の住民などによる注意喚起のための声

掛け。 

知的・精神障がいがある方や認
知症の方など、緊急事態が認識
できず、適切な行動を判断でき
ない。 

・同居している家族や支援者から本人に対す

る避難行動の喚起 

・ヘルプカードの所持の推奨。 

・地域の住民などによる注意喚起のための声

掛け。 

その他 定期的な医療処置や医療処置機

器が必要。 

※一人での移動が困難な場合も

ある。 

・医療処置が可能な医療機関や災害救護所へ

の誘導。 

・医療機器用の自家発電装置がある避難場所

や、医療機器の充電を優先させる場所の確

保。 

 

(2) 行政の支援方法 

前述の解決策を実行するために、行政は全庁をあげて避難者支援にあたる。具体

的な支援方法については、セグメントごとの問題点及び解決策の検討と合わせて、

計画・実行していく考えである。 

また、なかには、社会的に孤立していて行政や地域の住民の声が届かない人や、

どんなに情報を伝えても避難しようという意識を持たない人などが一定数存在する

と思われる。こういった方々は、心身の特徴から見ると上記のセグメントには該当

しないかもしれないが、行政が働きかけを行う対象には当然含まれる。 

区民それぞれの実態に即した支援方法や情報伝達方法を検討することで、「逃げ

遅れゼロ」を目指す。 
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6.避難行動の支援に向けて 

北区からの宣言 

北区は、たとえ水害が起きたとしても区民の「命」を守るため、全庁をあげて避

難支援を行います。自力では避難行動が困難な方への避難支援を最優先としながら、

自助・共助・公助が一体となった、水害に強い地域づくりを目指します。 

そのために北区が主体となって実施する施策は以下の通りとなる。 

 

・区民の防災意識の向上を図る防災教育や防災訓練の実施 

・災害情報伝達機能の強化 

・北区、民間業者などを含めた避難支援ネットワークの体制づくり 

・高台への避難行動が難しい方への支援計画及び実行 

・全庁的な水防体制の見直し 

 

（令和 6 年度までに実施した主な水害対策事業） 

・大規模水害を想定した避難行動基本方針の普及 

・マイ・タイムライン作成支援 

・コミュニティ・タイムラインの作成支援 

・北区ニュース特集号の発行 

・聴覚障害者への戸別受信機の無償配付 

・公共施設に荒川氾濫時の浸水深表示シールを掲示 

・北区大規模水害避難行動支援計画の策定・普及 

・個別避難計画の作成 

・避難行動要支援者用マイ・タイムラインの作成支援 

・要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援 

・コミュニティ・タイムラインに基づく避難行動要支援者の高台移送訓練 

・大規模水害を想定した福祉避難所（介護型）の開設運営訓練 

 

（令和 7 年度に実施予定の主な水害対策事業） 

・大規模水害を想定した避難行動基本方針改定版の普及 

・水害リスク診断書の配布 

・北区大規模水害避難行動支援計画の普及 

・マイ・タイムライン作成支援（継続） 

・コミュニティ・タイムラインの作成支援（継続） 

・公共施設に荒川氾濫時の浸水深表示シールを掲示（継続） 

・個別避難計画の作成（継続） 

・避難行動要支援者用マイ・タイムラインの作成支援（継続） 

・要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援（継続） 
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・コミュニティ・タイムラインに基づく避難行動要支援者の高台移送訓練（継続） 

・大規模水害を想定した福祉避難所（介護型）の開設運営訓練（継続） 
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避難行動支援計画について 

区民の中には自力での高台避難が困難な方が存在しており、大規模水害時の要支

援者を含む要配慮者に関する避難時の課題や方法についてより詳細に分析・整理し

たものとして令和4年 12月に「北区大規模水害避難行動支援計画」（以下、「避難

行動支援計画」という。）を策定した。本計画は、北区地域防災計画や避難行動要

支援者名簿のように法律等で作成が義務付けられているものではないが、「誰ひと

り取り残されない避難」の実現に向けて作成したものである。 

今後、避難行動支援計画を元に個別避難計画や避難確保計画の実効性について検

討していく必要がある。 

 

図 25 北区大規模水害避難行動支援計画および関連計画の位置づけ 
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巻末資料（避難が必要な地区ごとの避難行動様式） 

表 15 地区名と町丁目の対応関係、避難行動様式の参照頁 

【地区名】 

※一部浸水区域あり 

【該当する町丁目】 

※のついた地域のみ浸水区域 
【参照頁】 

十条台※ 

中十条 1～4 丁目 
岸町 1～2 丁目※→王子地区参照 
十条台 1 丁目 
王子本町 1～3 丁目 
上十条 1 丁目 

P.61 

王子 
王子 1～6 丁目 
豊島 1 丁目 

P.61 

豊島 豊島 2～8 丁目 P.62 

十条 
上十条 2～5 丁目 
十条仲原 1～4 丁目 
十条台 2 丁目 

- 

神谷 神谷 1～3 丁目 P.63 

赤羽西※ 
赤羽西 1～6 丁目（5 丁目 3～15 を除く）※→赤羽地区参
照 
西が丘 1～3 丁目 

P.65 

志茂 志茂 1～5 丁目 P.64 

赤羽 

岩淵町 
赤羽 1～2 丁目、3 丁目 1～4 番、5 番 2～11 号、 

6 番 1～9 号・27～32 号 
赤羽南 1～2 丁目 

P.65 

赤羽北 

赤羽北 1～2 丁目、3 丁目(3～5、16～25 を除く) 
赤羽 3 丁目(赤羽地域振興室の管轄区域を除く)→赤羽地
区参照 
赤羽台 4 丁目 2～15、17(9、25～65)、18、19 

P.66 

滝野川西 
滝野川 1、3～7 丁目 
（一部管轄外の区域あり。） 

- 

滝野川東 
滝野川 1～2 丁目 
西ケ原 2～4 丁目 

- 

西ケ原東 
上中里 1 丁目 
中里 1～3 丁目 
西ケ原 1 丁目、西ケ原 3 丁目（一部） 

- 

昭和町 
上中里 2～3 丁目 
昭和町 1～3 丁目 
栄町 

P.67 

浮間 浮間 1～5 丁目 P.68 

桐ケ丘※ 

桐ケ丘 1～2 丁目(都営団地) 
赤羽北 3 丁目(3～5、16～25) ※→赤羽北地区参照 
赤羽台 1～3 丁目 ※→赤羽地区参照 
赤羽台 4 丁目 1、16、17(1～8、10～24、66、68) 
赤羽西 5 丁目(赤羽西地域振興室の管轄区域を除く) 

P.65 
P.66 

田端 田端 1～6 丁目 - 

東十条 東十条 1～6 丁目 P.69 

堀船 堀船 1～4 丁目 P.70 

東田端 田端新町 1～3 丁目、東田端 1～2 丁目 P.71 
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王子
お う じ

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

2.78m 0.22km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・東側において石神井川が南西から北東に縦断している。 

避難行動時の問題点 

・十条台方面への避難経路（車両通行可）が少なく、渋滞が予測される。 

・王子駅周辺の混雑、混乱が予測される。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台は西方面の十条台地区であり、高台までの距離は相対的に近い。 

・地下道（清水坂地下道、井頭地下道、稲荷前ガード）を利用する場合は大雨による冠水に注意

する必要がある。 

【公共交通機関】 

・王子駅から東京メトロ南北線と JR 京浜東北線の利用が可能。場所によっては JR 東十条駅の利用

も可能。 

・都電を利用して滝野川方面へ移動することも可能である。 

【自動車】 

・①王子駅方面の明治通り、②王子警察署から十条台小への道（都道 455 号線）、③東十条駅南口

沿い（十条跨線橋）を通って移動可能。 

・距離はあるが、北本通りから環状 7 号線の利用も考えられる。 

屋内安全確保（一部、十条台地区を含む） 

・王子１～５丁目および豊島１丁目の京浜東北線に近いエリアは、浸水継続時間３日未満の地域

であり、一定条件を満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。【王子地区】 

・岸町（一部浸水継続時間２週間以上の地帯除く）は、浸水継続時間３日未満の地域であり、一

定条件を満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。【十条台地区】 

・王子６丁目に浸水継続時間３日未満の地域があるが、周囲を浸水継続時間２週間以上の地域に

囲まれているため、高台への避難を推奨する。【王子地区】 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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豊島
と し ま

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

4.04m 0.29km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・北側～東側が隅田川に面している。また、南東からは石神井川が隅田川に合流している。 

・高台までの距離がある。 

避難行動時の問題点 

・自動車通行可能な経路が少ないため、道路渋滞が予測される。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台は十条台地区だが、地区内でも高台までの距離に差がある。 

・地下道（井頭地下道、稲荷前ガード）を利用する場合は大雨による冠水に注意する必要があ

る。 

【公共交通機関】 

・東京メトロ南北線王子神谷駅の利用と、距離は遠いが JR 東十条駅・王子駅から京浜東北線の利

用が可能。 

・JR 王子駅から都電を利用して滝野川方面への移動も可能。 

・都バスを利用して滝野川方面への移動も可能。 

【自動車】 

・①王子駅方面の明治通り、②王子警察署から十条台小への道（都道 455 号線）、③東十条駅南

口沿い（十条跨線橋）を通り移動可能。 

・距離はあるが北本通りから環状 7 号線の利用も可能。 

屋内安全確保 

・全地域、浸水継続時間が長期間に渡るため、屋内安全確保は不可能。早めに高台へ避難する。 

・豊島５丁目に浸水継続時間３日未満の地域があるが、周囲を浸水継続時間２週間以上の地域に

囲まれているため、高台への避難を推奨する。 
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神谷
か み や

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

4.58m 0.18km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・東側が隅田川に面している。 

・隅田川の近くに住んでいる場合、高台まで距離がある。 

避難行動時の問題点 

・赤羽西方面・十条台方面への避難渋滞が予測される。 

・環状 7 号線は足立区からの避難者の流入が予想される。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台（西方面）は赤羽西地区と十条台地区である。 

・地下道（清水坂地下道、井頭地下道）を利用する場合は大雨による冠水に注意する必要があ

る。 

【公共交通機関】 

・①東京メトロ南北線王子神谷駅の利用、②赤羽地区へ移動して JR 赤羽駅から京浜東北線・埼京

線の利用、③東十条地区に移動して JR 東十条駅から京浜東北線の利用が可能。 

・都バス、国際興業バスを利用して滝野川方面・環状 7 号線を通り埼玉・十条方面への移動も可

能。 

【自動車】 

・環状 7 号線を利用した場合、十条方面から板橋区方面へ向かうことも可能。 

屋内安全確保 

・神谷２丁目の東十条に近いごく一部のエリアは、浸水継続時間３日未満の地域であり、一定条

件を満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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志茂
し も

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

5.11 m 0.34 km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・北側と東側が新河岸川（隅田川）に面している。 

・平均浸水深が 5.0 m 以上であり、かつ低層住宅地が多い地域である。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域があるため、注意が必要である。 

避難行動時の問題点 

・高台方面に直接通じる主要道（車両通行可）がないため、移動に時間がかかる可能性がある。 

・JR 京浜東北線の高架橋をくぐるトンネルでの渋滞が起きる可能性がある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・高台までの距離が長い。近い高台（南西方面）は赤羽西地区である。 

・地下道（清水坂地下道など）を利用する場合は大雨による冠水に注意する必要がある。 

【公共交通機関】 

・①東京メトロ南北線志茂駅の利用、②赤羽地区へ移動して JR 赤羽駅から京浜東北線・埼京線の

利用が可能。 

・都バスを利用して滝野川方面・環状 7 号線～埼玉・十条方面へ移動することも可能。 

【自動車】 

・赤羽駅西口方面に出ると赤羽台トンネル方面と清水坂方面の 2 つがある。 

・北本通り→環状 7 号線を利用して十条台・十条方面に移動することも可能。 

屋内安全確保 

・全地域、浸水継続時間が長期間に渡るため、屋内安全確保は不可能。早めに高台へ避難するこ

と。 
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赤羽
あかばね

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

3.35m 0.21km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・岩淵町が新河岸川に面している。 

・鉄道橋部分の荒川堤防（赤羽北地区）が低く、越水の危険性が高い。また、家屋倒壊等氾濫想

定区域があるため、注意が必要。 

避難行動時の問題点 

・車両が通れる避難経路が少ないため、道路渋滞が予測される。 

・高架橋をくぐるトンネルでの渋滞が起きる可能性がある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台(南西方面）は桐ケ丘地区・赤羽西地区である。高台までの距離は他の地区と比べると

相対的に近い。 

【公共交通機関】 

・①東京メトロ赤羽岩淵駅の利用、②JR 赤羽駅から京浜東北線・埼京線の利用が可能。 

・都バス、国際興行バスを利用して滝野川方面・環状 7 号線～埼玉・十条方面へ移動も可能。 

【自動車】 

・赤羽駅西口方面に出ると赤羽台トンネル方面または清水坂方面に移動が可能。 

・北本通り→環状 7 号線を利用して十条台・十条方面に移動することも可能。 

屋内安全確保（一部、赤羽西地区・桐ケ丘地区を含む） 

・赤羽、赤羽南の京浜東北線に近いエリアは、浸水継続時間３日未満の地域であり、一定条件を

満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。【赤羽地区】 

・赤羽西１～４丁目、赤羽台３丁目は浸水継続時間３日未満の地域であり、一定条件を満たすこ

とにより、屋内安全確保が可能となる。【赤羽西地区・桐ケ丘地区】 

・赤羽３丁目の北側及び岩淵町に浸水継続時間３日未満の地帯があるが、周囲を浸水継続時間２

週間以上の地域に囲まれているため、高台への避難を推奨する。【赤羽地区】 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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赤羽北
あかばねきた

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

2.75m 0.13km2 （71%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・西側から北側にかけて新河岸川に面している。 

・一部、荒川と新河岸川に挟まれる地域もある。 

・鉄道橋部分の荒川堤防が低くなっており、越水の危険性が高い。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域があるため、注意が必要。 

避難行動時の問題点 

・赤羽北方面や桐ケ丘方面への避難経路が少なく、渋滞が予測される。 

・JR 京浜東北線の高架橋をくぐる場所がボトルネックとなる可能性がある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台は桐ケ丘地区である。 

・環状 8 号線を南下して板橋区方面に避難することも可能だが、浸水想定区域内の場所もあるた

め、早めの避難が必要となる。 

【公共交通機関】 

・JR 北赤羽駅から埼京線に乗り JR 赤羽駅から京浜東北線・埼京線の利用が可能。 

【自動車】 

・JR 京浜東北線の高架橋（板橋街道ガード下）をくぐり赤羽台 3丁目に移動するルートと赤羽北 2

丁目から桐ケ丘に移動するルート（赤羽桜並木通り）がある。 

・環状 8 号線を南下して板橋区方面に避難することも可能だが、浸水想定区域内の場所もあるた

め、早めの避難が必要となる。 

屋内安全確保（一部、桐ケ丘地区を含む） 

・赤羽北１～２丁目の高台に近い地域は、浸水継続時間３日未満の地域であり、一定条件を満た

すことにより、屋内安全確保が可能となる。ただし、土砂災害の警戒区域は高台への避難を推

奨する。 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 

 
平均浸水深 浸水住宅面積 
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昭和町
しょうわまち

地区
ち く

 
1.68m 0.16km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・北西から南東に明治通りがとおっている。 

避難行動時の問題点 

・飛鳥山（滝野川東）に移動する際は階段利用となり、車イス使用者等の通行が 

困難な可能性がある。 

・鉄道を横断する避難経路（車両通行可）が少なく、渋滞する可能性がある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台は飛鳥山（滝野川東）・西ケ原東地区である。 

・徒歩で飛鳥山に移動するか、上中里駅周辺から西ケ原東方面への移動が可能。 

【公共交通機関】 

・①上中里駅から JR 京浜東北線の利用、②都電を利用して滝野川方面への移動が可能。 

・都バスを利用して滝野川方面への移動が可能。 

【自動車】 

・明治通りを進み、田端駅周辺から高台に移動し、王子駅周辺から滝野川方面に行くことが可

能。ただし、明治通りは浸水することが想定されるため、早めの移動が必要。 

屋内安全確保 

・昭和町１丁目の高崎線・宇都宮線に近いごく一部及び上中里、栄町の一部のエリアは、浸水継

続時間３日未満の地域であり、一定条件を満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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浮間
う き ま

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

6.07 m 0.26 km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・荒川と新河岸川に挟まれる。避難時には新河岸川を渡る必要がある。 

・家屋倒壊等氾濫想定区域があるため、注意が必要である。 

避難行動時の問題点 

・新河岸川を渡る橋が新河岸大橋、新河岸橋、浮間橋の 3 カ所しか無い。 

⇒ 一斉に避難すると交通渋滞が起きる可能性が高い（ボトルネック）。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・北区内の高台だと桐ケ丘地区などが近いが、距離が遠く、板橋区方面の高台の方が相対的に近

い。 

【公共交通機関】 

・JR 埼京線北赤羽駅・浮間舟渡駅を利用して埼玉・十条方面に向かうことが可能。 

【自動車】 

・環状 8 号線を利用して南下することも可能だが、環状 8 号線は浸水想定区域内の場所もあるた

め、早めの避難が必要となる。 

屋内安全確保 

・全地域、浸水継続時間が長期間に渡るため、屋内安全確保は不可能。早めに高台へ避難するこ

と。 
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東 十 条
ひがしじゅうじょう

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

1.99m 0.18km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・東西に環状 7 号線が横断している。 

避難行動時の問題点 

・地下道が冠水する恐れがある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台（南方面）は十条台地区である。 

・東十条駅周辺から高台方面に通じる道が複数ある（環状 7 号線、十条跨線橋など）。 

・地下道（井頭地下道、稲荷前ガード）を利用する場合は大雨による冠水に注意する必要があ

る。 

【公共交通機関】 

・東十条駅から JR 京浜東北線の利用が可能である。 

・国際興業バスを利用して環状 7 号線～埼玉・十条方面に移動することが可能である。 

【自動車】 

・環状 7 号線を利用し十条方面から板橋区方面に向かうことも可能である。 

屋内安全確保 

・東十条１～６丁目の京浜東北線に近いエリアは、浸水継続時間３日未満の地域であり、一定条

件を満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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堀船
ほりふね

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

3.27m 0.14km2 （100%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・北側が隅田川に面している。 

・西側において石神井川が南北縦断している。石神井川が氾濫した場合は、王子方面へと移動す

ることが困難である。 

・平均浸水深が 3.0 m である。また、比較的平屋建ての家屋が多い。 

避難行動時の問題点 

・車両が通れる避難経路が少ないため、王子駅方面及び明治通りの渋滞が予測される。 

・石神井川が氾濫すると、使用可能な道路が変わるので注意。飛鳥山へと避難する際は階段を利

用するため、車イス使用者等の通行が困難な可能性がある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台は飛鳥山（滝野川東）方面だが、場所によっては高台まで遠い。 

・地下道（稲荷前ガード）を利用する場合は大雨による冠水に注意する必要がある。 

【公共交通機関】 

・都バスを利用して滝野川方面へ移動することも可能。 

【自動車】 

・基本的には明治通りを王子駅方面から南進し、滝野川方面へと移動可能。 

・石神井川が氾濫した場合は徒歩・自動車で明治通りを東進し、上中里駅周辺・田端駅周辺から

高台に移動することが考えられる。 

屋内安全確保 

・堀船１丁目の京浜東北線に近いエリアは、浸水継続時間３日未満の地域であり、一定条件を満

たすことにより、屋内安全確保が可能となる。ただし、石神井川の氾濫も考慮する必要あり。 

・堀船２丁目に一部浸水継続時間３日未満の地帯があるが、周囲を浸水継続時間２週間以上の地

域に囲まれているため、高台への避難を推奨する。 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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東田端
ひがしたばた

地区
ち く

 
平均浸水深 浸水住宅面積 

0.98m 0.12km2 （99%） 

＜浸水想定＞                ＜浸水継続時間＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域特性 

・北西から南東に明治通りがとおっている。 

避難行動時の問題点 

・鉄道を横断する避難経路（車両通行可）が少なく、渋滞する可能性がある。 

避難行動の様式 

【徒歩】 

・近い高台（南方面）は田端地区である。 

・田端駅周辺から田端方面に移動することが可能。 

【公共交通機関】 

・田端駅から JR 京浜東北線、山手線の利用が可能。 

・都バスを利用して田端方面への移動が可能。 

【自動車】 

・距離はあるが明治通りを西進し、王子駅周辺～滝野川方面に行くことが可能。ただし、明治通

りは浸水することが想定されるため早めの移動が必要。 

屋内安全確保 

・東田端１丁目、２丁目の京浜東北線に近いエリアは、浸水継続時間３日未満の地域であり、一

定条件を満たすことにより、屋内安全確保が可能となる。 

・屋内安全確保の詳細や備蓄については、P.35 を参照すること。 
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用語の説明（五十音順） 

屋内安全確保 

 浸水が想定される地域において堅牢な建物の上階（浸水深よりも高層階）へと避

難すること。北区では浸水継続時間の長い地域が多いため、ハザードマップ等で自

宅等の浸水想定等を確認し、少なくとも以下①～③の条件をすべて満たしており、

住民自らの判断で自宅等の上階等、安全な場所に留まること（待避）等により、計

画的に身の安全を確保できること。 

 ①自宅等が家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないこと 

 ②自宅等に神髄市内居室があること 

③浸水継続時間が３日未満の地域で、自宅等周辺が一定期間浸水している間、十

分な備蓄や資機材の準備をしており、在宅での避難生活ができること。ただ

し、自宅等が浸水継続時間３日未満の地域であっても、周囲を浸水継続時間３

日以上の地域に囲まれている場合を除く。 

（詳細は、P.35 を参照） 

 
北区防災ポータル／北区防災アプリ 

 令和６年度より、北区の防災情報専門のポータルサイト及び防災アプリを公開し

た。避難指示等の発令状況や避難所の開設、混雑状況、防災気象情報、公共交通機

関の運行状況、停電・断水等の状況、防災行政無線の内容等が確認できる。 
 
広域避難 

大規模台風や一級河川の氾濫など、一市町村にとどまらない被害が見込まれる時

に他の市町村等へ行政界を超えた避難を行うこと。荒川氾濫については、国や東京

都、荒川流域自治体による「首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検

討会」にて検討を行っている。 

 
個別避難計画／要支援者用マイ・タイムライン 

令和３年５月の災害対策基本法の改定により、自ら避難することが困難な高齢

者・障害者等の避難行動要支援者ごとの避難支援等を実施するための計画として、

個別避難計画の作成が努力義務化された。 
北区では、避難行動要支援者名簿に登録者のうち、荒川浸水想定区域内にお住ま

いの方で、情報の外部の項目全てに同意を得た方を、個別避難計画の作成対象者と

している。 
・「北区避難行動要支援者名簿」の外部提供に対する同意 
・「個別避難計画」の作成に対する同意 
・作成した「個別避難計画」の外部提供に対する同意 
 
作成にあたっては、地域の浸水の危険性や要支援者の状況、必要な支援の程度に
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より、作成の優先度を定め、優先度の高い要支援者から順次個別避難計画の作成を

行っている。家族等の支援者のいる者や、自力での避難が可能な対象者については、

当面、地域や家族での支援に基づき、マイ・タイムラインに要支援者が必要とする

情報を追加した「要支援者用マイ・タイムライン」を作成することで個別避難計画

の代替とする。 
 
コミュニティ・タイムライン 

 地域の特性やつながりを活かし、自主防災組織（町会・自治会）の防災行動の目

安をまとめたもの。地域単位で共通認識を持ち、避難計画を立てることにより、早

期避難の実現性を高めることを目的としている。 

 マイ・タイムラインが「わが家の避難計画」であることに対し、コミュニティ・

タイムラインは「私たち地域の避難計画」となる。 

 

災害時要援護者 

平成25年に災害対策基本法が改正されるまで一般的に使われていた言葉であり、

現在の災害対策基本法では「要配慮者」と「避難行動要支援者」に分類し使用され

ている。 

 
指定緊急避難場所、指定避難所 

災害対策基本法第49条の 4において、災害の危険が切迫した場合における居住者

等（避難のための立退きを行った居住者、滞在者その他の者を含む）の安全な避難

先を確保する観点から、災害の危険が及ばない施設又は場所を、洪水、津波等の災

害の種類ごとに指定緊急避難場所として指定するよう定められている。 

「指定緊急避難場所」と「指定避難所」は相互に兼ねて指定することが可能だが、

以下の区別に留意する必要がある。 

・指定緊急避難場所：居住者等が災害から命を守るために緊急的に避難する施

設又は場所 

・指 定 避 難 所：避難した居住者等が災害の危険がなくなるまで一定期間

滞在し、又は災害により自宅に戻れなくなった居住者等

が一時的に滞在する施設 

 

セグメント 

北区住民を、水害時にとらなければならない行動に基づいて複数のまとまりに分

類することをセグメント区分、それぞれのまとまりをセグメントと呼ぶ。各住民の

水害時の行動は、居住している地域の状況（浸水・土砂災害の可能性の有無など）

及び各住民の心身の状態（ハンディキャップの有無など）に依って定まると考えら

れる。そのため、居住地域の状態に基づくセグメント区分と、人の状態に基づくセ

グメント区分の 2 種類を考慮する必要がある。 
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地域 

この資料において「地域」という言葉は、自主防災組織、民生委員・児童委員、

社会福祉協議会、町会・自治会、近所等を主に指すこととする。 

 

地区 

北区は、地域振興室の管轄によって 19 の地区に分けられている。 

 
避難時の行動様式 

避難時に各セグメントの住民が取るべき行動の方向性や考え方を行動様式と呼ぶ。

セグメントの区分方法やそれぞれの課題を検討するにあたり、避難行動をとる際の

必要事項や、配慮または解決しなければならない問題点等を併せて考慮するものと

する。 

 

避難行動要支援者 

災害対策基本法第 49 条の 10 において、「要配慮者のうち、災害が発生し、又は

災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円

滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの」と定義されている。 

 

避難行動要支援者名簿 

災害対策基本法第 49 条の 10 において、市町村長は避難行動要支援者を把握し、

避難支援、安否確認及びその他の必要な措置を実施するための基礎とする名簿を作

成することが定められている。 

なお、北区における名簿の活用方法は以下の通りである。 

【平常時】の名簿について ※名簿情報の避難支援等関係者への提供に同意した方のみの名簿 

平常時において、登録者の方の所在の確認や見守りなどに活用する。 

【災害時】の名簿について ※登録したすべての方が記載されている名簿。 

災害が発生したときに避難支援等関係者と協力し、避難行動の支援や安否確認、

救助活動などに活用する。 

また、北区における名簿の登録対象者には以下の１及び２に該当する方である。 

（特別養護老人ホームやグループホーム等に入居されている方は、対象者の所在

が明らかであり、災害発生後についても当該施設内にて対応を図ることが可能

なことから、避難行動要支援者名簿の登録対象から除く。） 

1.区が指定する登録者（以下の条件に該当する方は、自動的に登録される） 

・要介護 3～5 の認定を受けている方 

・身体障害者手帳 1・2級及び体幹 3 級の方 

・愛の手帳 1・2度の方 

・精神障害者保健福祉手帳 1 級の方 

2.下記のいずれかの条件に該当し、自力では避難ができず、支援が必要なため、
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名簿登録を希望する方（1 に該当する方は除く） 

・75 歳以上の単身世帯もしくは 75 歳以上の高齢者のみの世帯の方 

・要介護もしくは要支援の認定を受けている方 

・身体障害者手帳をお持ちの方 

・愛の手帳をお持ちの方 

・精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方 

・難病医療費受給者など、上記に準ずる方 

 

北区では、避難支援等関係者（警察署、消防署、自主防災組織（町会・自治会）、

民生児童委員、高齢者あんしんセンター）に対して避難行動要支援者名簿を提供し、

風水害等における避難行動要支援者支援体制の構築に協力している。 

 

ボトルネック 

物事の進行の妨げとなっている場所のことをボトルネックという。交通において

は、自動車や歩行者の流れを通す「管（道路）」の断面積が、その管の上下流に比

べて相対的に「狭く」なっている箇所のことを指す。具体的には、車線が減少する

場所や、列車の運行数が多いために遮断機が長時間降りたままになっている踏切な

どを指して言うことが多い。 

本資料では、低地から西の高台へと向かう際に通過せざるを得ない橋や狭い道路

（避難時に混雑が予想される場所）を指す。 

 

マイ・タイムライン 

マイ・タイムラインとは、住民一人ひとりのタイムラインであり、台風の接近に

よって河川の水位が上昇する時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列的に

整理し、とりまとめるものである。 

時間的な制約が厳しい洪水発生時に、行動のチェックリストとして、また判断の

サポートツールとして活用されることで、「逃げ遅れゼロ」に向けた効果が期待さ

れる。 

＜平成 29年 5月 鬼怒川・小貝川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会＞ 

「東京マイ・タイムライン」においては、「台風が近づいているとき」だけでな

く「大雨が長引くときや」や「短時間の急激な豪雨が発生するとき」を対象とした

マイ・タイムラインを作成することが推奨されている。 

 

要配慮者 

災害対策基本法第 8条 2の 15において、「高齢者、障害者、乳幼児その他の特に

配慮を要する者」と定義されている。 

 

 


